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呉市ふるさと納税に係る業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

呉市ふるさと納税に係る業務 

 

２ 委託期間 

令和９年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

※ 運用開始は，令和９年４月１日からとする。なお，運用開始日までは準備期

間として対応し，その間に発生した費用は, 中間事業者の負担とする。 

 

３ 前提条件 

(1) 本業務の遂行に当たっては，寄附者情報の管理，返礼品の発注・配送管理及

び寄附関係書類発送管理等を滞りなく履行できる寄附管理システムを活用す

ることとし，システムの利用環境の構築・整備費用，システムの利用料・管理

費用については，委託料に含まれるものであること。 

(2) 呉市（以下「本市」という。）が寄附の募集や返礼品等に係る情報を掲載する

ふるさと納税ポータルサイト（以下「ポータルサイト」という。）における寄附

情報等を寄附者管理システムと連携させ，業務の遂行が可能であること。 

(3) 本市が利用する各種ポータルサイトについて，本市が新たにポータルサイト

の利用申込みをする場合や，既存のポータルサイトの解約をする場合について

も，業務内容を確実に遂行する組織体制及び業務遂行能力を有すること。 

 (4) 次回のプロポーザルが行われるまでの委託料の割合は，本プロポーザルで提

出する業務見積書（様式６）に記載した割合を上限とすること。 

 

４ 業務の内容 

業務の内容は，次のとおりとする。ただし，ガバメントクラウドファンディン

グによる寄附に係る業務は(8)及び(9)とする。なお，本業務に係るプロポーザル

を実施することにより決定した中間事業者の企画提案書の内容により，調整する

場合がある。 

(1) 寄附者情報の管理・運用に関する業務 

(2) 返礼品提供事業者への返礼品の発注・配送・在庫管理及び返礼品代，送料等

の精算等に関する業務 

(3) ポータルサイトへの掲載及び当該データの更新等に係る保守管理に関する業

務 

(4) 寄附者からの問合せ等に関する業務 

(5) 返礼品提供事業者の開拓，返礼品の開発・拡充等に関する業務 

(6) 本市の魅力発信やプロモーション等に関する業務 
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(7) 寄附金の募集に要する経費の内訳及び管理に関する業務 

(8) 寄附金受領証明書及びワンストップ特例申請書用紙等の作成及び発送業務 

(9) ワンストップ特例申請書の受付，処理等に関する業務 

(10)現中間事業者からの引継ぎ業務及び次期中間事業者への引継ぎ業務 

(11)その他上記業務に関連する業務 

 

５ 業務の詳細 

(1) 寄附者情報の管理・運用に関する業務 

ア ポータルサイトから寄附申込情報を取り込み，管理可能なシステムを提供 

すること。 

イ 寄附管理システムは，次の機能を有すること。 

(ｱ) ポータルサイトとのＡＰＩ自動連携が可能であること。ただし，ＡＰＩ 

自動連携ができない場合は，本市の事務負担軽減のための具体的な対策を 

講じること。 

(ｲ) ポータルサイトが提供する多様な決済手段の入金情報について閲覧可能 

であること。 

(ｳ) 礼状，寄附金受領証明書及びワンストップ特例申請書用紙の作成・印刷

を可能とし，発行履歴が閲覧可能であること。 

(ｴ) 返礼品の配送状況について閲覧可能であること。なお，１回の申込みで 

返礼品が複数ある場合は，返礼品ごとの発送状況の一覧表示を可能とする 

こと。 

(ｵ) ポータルサイト以外からの寄附申込分の管理が可能であること。 

(ｶ) 寄附管理システム上のデータについて，条件を指定して随時ＣＳＶ型式 

でダウンロード可能であること。 

(ｷ) 寄附管理システムでの作業をログとして記録し，保管できる機能を有す 

ること。 

(ｸ) 各種条件での検索，集計が可能であること。特に，寄附金受領日を基準

日として，返礼品に係る経費（返礼品の調達費用，配送料，伝票代等）の

集計ができること。 

(ｹ) ワンストップ特例申請書の受付状況を管理し，寄附者に対し，申請を受 

 け付けたことを電子メール等で通知する機能を有すること。 

(ｺ) 地方公共団体間で送付する寄附金税額控除に係る申告特例通知書（ふる 

さと納税ワンストップ特例通知書）のｅＬＴＡＸ用電子データの作成がで 

きること。 

(ｻ) 全てのポータルサイトの寄附者情報について，一括して名寄せができる 

こと。 

(ｼ) 大規模災害等が発生した場合において，災害支援の寄附金（代理寄附を 
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含む。）を円滑に受け入れることができるよう，迅速かつ臨機応変に対応す 

ること。 

(ｽ) 令和９年３月３１日以前の寄附情報についても取り込み及び引継ぎが可 

能であること。 

(2) 返礼品提供事業者への返礼品の発注・配送・在庫管理及び返礼品代，送料等

の精算等に関する業務 

ア 本市の承認を得た上で，返礼品提供事業者と，関係法令及び総務省の通知

を遵守する旨を記載した契約を行うこと。また，直接交渉をし，商品の選定，

価格の調整，品質管理，個人情報の保護を行うこと。なお，返礼品の選定等

について，本市の要望には柔軟に対応すること。 

イ 寄附者が返礼品を希望した場合，可能な限りにおいて，速やかにこれを調

達し，発送等を行うこと。また，時期限定の返礼品等の発送時期の管理等も，

同様に行うこと。なお，発送が確実に行われるよう，適切な措置を講じるこ

と。 

ウ 返礼品提供事業者と連携し，在庫管理を適切に行うこと。 

エ 返礼品提供事業者との連携を密にし，返礼品提供事業者に対する相談・サ

ポート体制を構築すること。 

オ 返礼品提供事業者への返礼品代金及び配送料等，返礼品の調達に係る費用

の支払を代行し，その際の振込手数料を負担すること。 

カ 出荷手配の完了した返礼品の調達費用等を月次集計の上，本市へ一括で請

求すること。 

(3) ポータルサイトへの掲載及び当該データの更新等に係る保守管理に関する業 

務 

ア ポータルサイトの更新，修正等を含む保守管理を行うこと。 

 (ｱ) 本市が承認した返礼品について，返礼品提供事業者へ必要書類の提出を

求め，本市が指定する期日までにポータルサイトへ掲載すること。 

 (ｲ) ポータルサイトに掲載する内容については，返礼品提供事業者と相互確

認を行い，内容に誤りがないことを確認した上で掲載すること。 

(ｳ) ポータルサイトに掲載する内容については，関係法令及び総務省の通知

を遵守していることを確認し，掲載すること。特に，食品・飲料の返礼品

登録に当たっては，食品表示法等に基づき「内容量の詳細」，「賞味期限

（消費・賞味期限）」，「アレルギー表示」，「特定原材料等（原材料）」，「原

産国（地）」，「栄養成分」について正しく記載すること。 

イ 直接，ポータルサイトの更新，修正等ができない事象が発生した場合であ

っても，アップロード用データ作成等の支援を行うこと。 

ウ 本市が利用するポータルサイトには，原則として，本市で取り扱う返礼品

の全てを掲載するとともに，本市への寄附の受付が可能となるよう閲覧・使
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用環境を構築すること。本市からの指示がある場合を除き，ポータルサイト

ごとに寄附金額等の情報が異なることがないよう十分な管理を行うこと。 

エ 本市独自のふるさと納税ポータルサイトを開設する場合には，民間ポータ

ルサイトと質的に異なることのない閲覧・使用環境を構築するとともに，管

理体制を構築すること。 

(4) 寄附者からの問合せ等に関する業務 

ア 寄附者問合せ対応用の電話番号をポータルサイト等に問合せ先として掲載

し，寄附者からの問合せ等に適切に対応すること。また，行政に関する質問

等を受けた場合においては，本市へ転送すること。電話及び電子メールによ

る両方での対応を可能とすること。 

イ 商品出荷前において，申込内容の不備を認めた場合は，寄附者に連絡し，

対応すること。データ修正，返礼品の出荷変更等の対応についても行うこと。 

ウ 返礼品に対する苦情が生じた場合は，寄附者への対応を行うこと。また，

必要に応じて返礼品提供事業者や配送事業者に対して対策を求めるなど，苦

情の解消及び再発防止に向けた調整を行うとともに，適宜，本市に報告する

こと。 

(5) 返礼品提供事業者の開拓，返礼品の開発・拡充等に関する業務 

ア 返礼品及び返礼品提供事業者を開拓するとともに，地場産業の振興に寄与

する返礼品の企画提案，新たな返礼品の開発を行うこと。 

イ 新たな返礼品は，本市の地場産品のみならず，観光型・体験型等多様なも

のを提案すること。 

ウ 返礼品の提供を希望する事業者からの相談や申出があった場合，返礼品と

して掲載するための基準や事務手続等について説明すること。 

エ 返礼品のポータルサイトへの掲載に当たっては，返礼品提供事業者と調整

の上，ポータルサイトにおいてより一層返礼品の魅力を発信できるよう，掲

載する写真や商品名及び商品説明等のブラッシュアップを行うこと。また，

必要に応じて，調達費用の見直しについて返礼品提供事業者と交渉を行うこ

と。 

オ ポータルサイトへの掲載のために使用した商品情報や写真等のコンテンツ

の使用権は，契約期間中のみならず，契約終了後も，本市にあるものとし，

本市が継続して使用するために必要な対応をすること。 

カ 本市へ新たな返礼品を提案する際，又は返礼品提供事業者から新たな返礼

品の提案があった際には，関係法令のほか総務省からの通知内容等の遵守事

項について確認の上，報告すること。特に，返礼品提供事業者が一般に販売

する小売価格に比べ，調達価格が高い場合には，地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２条第１４項の「最少の経費で最大の効果を挙げるようにし

なければならない」との規定や，地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）
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第３条第１項の「合理的な基準によりその経費を算定し，これを予算に計上

しなければならない」との規定に照らして，調達費用が妥当である必要があ

ることから，返礼品提供事業者が合理的な理由なく通常の価格よりも高額の

価格設定をしていないかについて調査対応を行うこと。既存の返礼品の調達

費用に疑義が生じた場合にも，同様とする。 

(6) 本市の魅力発信やプロモーション等に関する業務 

ア 本市の魅力を広く発信し，認知度を向上させるために，返礼品等の効果的

なＰＲに努めること。 

イ 寄附者と本市が継続的なつながりを持てるように寄附者の分析結果や人気

の返礼品，市場の動向，中間事業者が有するノウハウやアイデアを駆使した

効果的なプロモーションについて提案し，実施すること。提案に当たって

は，活用する媒体や時期，ターゲット層等について，具体的な企画書を提出

すること。 

ウ 実施したＰＲの具体的内容及び効果の分析結果等について報告すること。 

(7) 寄附金の募集に要する経費の内訳及び管理に関する業務 

本市が，総務省が示す各指定基準への適合性を担保するために，地場産品基

準への適合性や返礼割合３割以下基準への適合性，募集費用の執行状況や寄附

金の受入状況を確認するなど，募集費用の適切な管理をするための取組を実施

する際には，支援・補助を行うこと。 

(8) 寄附金受領証明書及びワンストップ特例申請書用紙等の作成及び発送業務 

ア 寄附金の入金確認後，寄附金受領証明書やワンストップ特例申請書用紙な

ど，必要な書類を速やかに作成の上，寄附者宛てに発送すること。その際，

寄附金受領証明書は，厳正に保管すること。あわせて，随時本市が発送状況

を確認できるよう，寄附管理システムに速やかに反映すること。  

イ 寄附者から上記郵送物に係る再発行依頼があれば，速やかに対応すること。  

ウ  ワンストップ特例申請書用紙の発送時に同封する返信用封筒は，できる限

り長形３号封筒を使用するなど，寄附者がワンストップ特例申請書等を返信

する際の負担軽減に努めること。  

エ  ワンストップ特例申請書用紙の発送時に同封する送付状等に，オンライン

でのワンストップ特例申請手続に関するサービス概要等を記載し，寄附者に

よるオンライン申請の利用促進に努めること。  

オ  アの送付物の具体的な内容は，本市と協議の上，決定し，必要に応じて送

付物の内容について適宜見直すこととするが，特に寄附者との関係構築（リ

ピーターの獲得等）につながる送付物を企画・提案すること。 

(9) ワンストップ特例申請書の受付，処理等に関する業務 

 ア ワンストップ特例申請書の受付，処理等を行うこと。受付，処理等業務の

範囲は，申請書類の受付（変更申請を含む。），申請書類の審査，申請不備者
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への対応（不備通知・再受付を含む。），寄附者への受付完了通知の発送，ワ

ンストップ特例申請に関する問合せ対応，控除申告用 CSV データ（eLTAX 送

信レイアウトに合わせること。）の作成，ワンストップ特例申請データの保管

とする。なお，控除申告用 CSV データは，本市が指定する期日までに提出す

ること。  

イ 申請書等の書類は，マイナンバーが記載されている重要書類であることを

認識し，受付に必要な業務が完了するまで厳重に保管し，業務終了次第，遅

滞なく本市へ確実に届けること。  

ウ  ワンストップ特例申請の受付状況について，本市においても随時確認でき

るシステムで管理すること。  

エ  ワンストップ特例申請書やそのデータの取扱いに関しては，「別記 個人情

報等取扱特記事項」に記載の内容を遵守すること。 

(10)現中間事業者からの引継ぎ業務及び次期中間事業者への引継ぎ業務等 

ア (1)～(9)の業務については，令和９年４月１日から令和１０年３月３１日

までに受け付けた寄附に対する業務のほか，令和９年３月３１日までの寄附

受付に係る本業務を受託する事業者から，本業務の履行に必要な情報等の引

継ぎを遅滞なく行うものとし，現行の業務からの継続性を損なわないよう留

意すること。同様に，令和１０年４月１日以降の寄附受付に係る本業務を受

託する事業者に対し，本業務の履行に必要な情報等の引継ぎを行うこと。引

継ぎに際し要する費用については，両者の協議により応分に負担すること。

引継ぎに要する費用は，委託料に含むこととし，本市は，委託料以外の費用

は，一切負担しない。  

イ 委託料の支払 

令和９年４月１日以降に行う，令和９年３月３１日までの受付分の寄附に

対する業務に係る本市からの委託料の支払については，次のとおりとする。  

(ｱ) 寄附管理委託料について，令和９年３月３１日までの中間事業者に対し

て支払うものとする。  

(ｲ) 中間事業者が，令和９年３月３１日までの受付分の寄附に対する問合せ

等に対応した場合でも，追加の委託料は発生しないものとし，令和９年

４月１日以降の寄附実績に対して支払う委託料に含まれるものとする。 

 (11)その他上記業務に関連する業務本仕様書に定めのない業務であっても，本業

務の履行に必要な業務については対応を行うこと。 

 

６ 寄附者のデータ管理 

中間事業者は，本業務に関する資料を書面又は電磁的記録により，業務委託期

間中については保存すること。契約解除後は，資料の引継ぎ完了後に削除するこ

と。 
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７ 個人情報の保護 

中間事業者は，本業務の履行に当たり，個人情報を取り扱う場合は，呉市個人

情報保護条例及び別記の個人情報取扱特記事項を遵守しなければならない。 

 

８ その他 

(1) 本仕様書に明示のない事項及び疑義が生じた事項については，本市及び中間

事業者による協議の上，本市の指示に従い，受託業務を遂行しなければならな

い。 

(2) その他受託業務に関し，疑義又は新たな問題が生じた場合は，本市の指示に 

従うこと。  
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別記 

個人情報等取扱特記事項  

（基本的事項）  

第１条 受注者は，この契約による業務（以下「本件業務」という。）の実施に当た

って受注者が保有することとなる個人情報，仮名加工情報，匿名加工情報及び行

政機関等匿名加工情報等（以下「個人情報等」という。）の取扱いについては，個

人情報等の保護の重要性を認識し，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号）その他関係法令（条例及び規則を含む。）の規定を遵守し，個人の権

利利益を侵害することのないよう，個人情報等を適正に取り扱わなければならな

い。  

（秘密の保持）  

第２条 受注者は，本件業務に関して知り得た個人情報等の内容を他人に知らせ，

又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了し，又は解除された後に

おいても同様とする。  

２ 受注者は，本件業務の処理に従事する者（以下「業務従事者」という。）が，前

項の規定を遵守するよう必要かつ適切な監督を行わなければならない。この契約

が終了し，又は解除された後においても同様とする。  

（適正な管理）  

第３条 受注者は，個人情報等の漏えい，滅失及び毀損（以下「漏えい等」という。）

の防止その他の個人情報等の適正な管理のために必要な措置を講じなければな

らない。  

２ 受注者は，個人情報等管理責任者を選任しなければならない。  

３ 個人情報等管理責任者は，この特記事項に定める事項を業務従事者に周知し，

適切にその実施がされるよう監督しなければならない。  

４ 受注者は，個人情報等を取り扱う場所及び保管する場所（以下「作業場所等」

という。）を定めるとともに，作業場所等に係る入退室の規制，防災・防犯対策そ

の他の安全対策を講じなければならない。  

５ 受注者は，個人情報等の取扱いに着手する前に前各項に定める管理責任体制，

安全対策その他の安全管理措置について，書面により発注者に報告しなければな

らない。報告した内容を変更する場合も，同様とする。  

（持ち出しの禁止）  

第４条 受注者は，発注者の指示若しくは依頼又は事前の承諾がある場合を除き，

個人情報等が記録された資料等（電磁的記録を含む。以下「個人情報等資料」と

いう。）を作業場所等から持ち出してはならない。  

（複写等の禁止）  

第５条 受注者は，発注者の指示若しくは依頼又は事前の承諾がある場合を除き，

個人情報等資料を複写し，若しくは複製し，又は加工してはならない。  
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（収集の制限）  

第６条 受注者は，個人情報の保護に関する法律に定めるところにより，本件業務

を処理するために必要な範囲内で，適正かつ公正な手段により個人情報等を収集

しなければならない。  

（利用の制限）  

第７条 受注者は，本件業務の目的以外の目的のために，個人情報等を受注者の内

部において利用してはならない。  

（提供の制限）  

第８条 受注者は，この契約の本則中の規定により発注者の承諾を得て本件業務の

主体的部分以外の部分を第三者（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１

項第３号の子会社を含む。）に委任し，又は請け負わせる場合であって，あらかじ

め発注者の書面による当該提供の承諾を得ているときを除き，本件業務の目的以

外の目的のために，個人情報等を第三者に提供してはならない。  

（再委託の制限）  

第９条 受注者は，本件業務を処理するための個人情報等を自ら取り扱うものとし，

第三者に取り扱わせてはならない。ただし，前条に規定する場合であって，あら

かじめ発注者の書面による当該取扱いの承諾を得たときは，この限りでない。  

２ 受注者は，前条又は前項ただし書の承諾を得て，本件業務に係る個人情報等を

第三者に提供し，又は取り扱わせる場合には，個人情報等の保護に関し，本特記

事項と同等の内容及び発注者が指示する事項について，当該第三者（以下「再中

間事業者」という。）と書面により約定しなければならない。  

３ 受注者は，前項の規定により行う約定において，再中間事業者が個人情報等を

他の者に取り扱わせることを例外なく禁止しなければならない。  

（報告及び検査）  

第１０条 発注者は，個人情報等を保護するために必要な限度において，委託契約

期間中，受注者に対し，個人情報等の管理状況及び委託業務の履行状況について

報告を求めることができる。  

２ 発注者は，個人情報等を保護するために必要な限度において，委託契約期間中

少なくとも１年に一度，個人情報等の管理の状況及び委託業務の履行状況につい

て，原則として作業場所等において検査するものとする。ただし，次に掲げる場

合は，受注者からの報告書の提出をもってこれに代えることができるものとする。  

(1) 契約期間が１年以内の場合  

(2) 遠隔地，感染症のまん延その他実地検査が困難と認められる場合  

３ 受注者は，発注者が第１項の報告を求めた場合又は前項の規定による検査（報

告書の提出に代える場合を含む。）を実施する場合には，これに協力しなければな

らない。  

（事故発生時等における報告）  
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第１１条 受注者は，個人情報等の漏えい等の事故が生じ，又は生ずるおそれがあ

ることを知ったときは，遅滞なく発注者に報告し，発注者の指示に従わなければ

ならない。この契約が終了し，又は解除された後においても同様とする。  

（個人情報等資料の返還等）  

第１２条 受注者は，本件業務を処理するために発注者から貸与され，又は受注者

が収集し，複製し，若しくは作成した個人情報等資料を，業務の遂行上使用しな

いこととなったとき又はこの契約が終了したとき若しくは解除されたときは，発

注者の指示に従い，直ちに発注者に返還し，若しくは引き渡し，若しくは消去し，

又はその他の方法により処理するものとする。  

（契約解除及び損害賠償）  

第１３条 発注者は，受注者がこの特記事項に違反し，若しくは個人情報等の漏え

い等をし，又は受注者の個人情報等の取扱いが不適当であると認められるときは，

この契約を解除するとともに，発注者に生じた損害の賠償を受注者に請求するこ

とができる。 

 

 


